
 

 

第 10 章 企業と従業員の比較 
 

１節 「従業員（60 歳代前半層）に期待する役割」を「知らせる」仕組み 

企業が従業員（60 歳前半層）に「期待する役割」を知らせている現状について、「知らせてい

る」と「ある程度知らせている」の合計値をみると、企業（合計値 69.9％）、従業員（同 75.2％）

ともに肯定的に捉えている。それにもかかわらず、「従業員（60 歳代前半層）に期待する役割の

明確化」について、「そう思う」と「ややそう思う」の合計比率をみると、企業（同比率 71.8％）

と従業員（同 59.6％）で明確化の必要性に対する認識が異なり、企業は従業員に比べ、「従業員

に期待する役割の明確化」の必要性を強く感じている。 

「知らせる」・「知らされる」方法については、「人事部門との面接（継続雇用者の契約更新

時の面接も含む）」、「経営者層との面談」、「人事評価制度の運用を通して」が中心である点

には変わりがないが、企業は従業員以上に「人事部門との面接（継続雇用者の契約更新時の面接

も含む）」を多く活用している。 

「知らせる」プレイヤーとしての上司（管理職）の役割について、「重要な役割を果たしてい

る」と「ある程度重要な役割を果たしている」の合計値をみると、企業（合計値 72.9％）、従業

員（同 74.1％）ともに高く評価している。 

上司（管理職）が部下（60 歳代前半層）に知らせる方法については「日常の仕事を通して」と

「人事評価の面接で（継続雇用者の契約更新時の面接も含む）」を中心に、これを「職場のミー

ティング」が補完するという点に変わりがない。しかし、企業は従業員以上に「人事評価の面接

で（継続雇用者の契約更新時の面接も含む）」を、これに対して、従業員は企業以上に「日常の

仕事を通して」を多く活用している。 

管理職への 60 歳代前半層の活用に関する情報提供について、「行っている」と「ある程度行っ

ている」の合計値をみると、企業で合計値が 62.6％、従業員で同 51.9％であり、現状に対する認

識が異なり、企業の方が従業員に比べ、管理職への情報提供が行われていると考えている。 

 

２節 「従業員（60 歳代前半層）の能力・意欲」を「知る」仕組み 

企業が「従業員（60 歳代前半層）の能力を知る」現状については、企業（「把握している」＋

「ある程度把握している」の合計値 85.9％）、従業員（同 82.8％）ともに肯定的に捉えている。 

「適性」の把握方法は「上司の評価」と「仕事の実績」を中心とし、「契約更新時の面接で」

や「同僚の評価」が補完する点に変わりがないが、企業は従業員以上に「上司の評価」及び「契

約更新時の面接で」を多く活用している。 

「業務に関連する専門知識・能力」の把握方法についてみると、「上司の評価」と「仕事の実

績」を中心に、「社内外の資格の取得状況」と「同僚の評価」が補完する点は両者とも変わりが

ないが、企業は従業員以上に「上司の評価」と「社内外の資格の取得状況」をより多く活用して

いる。 

 

 

５節 65 歳以降の従業員の働きぶりの評価 

65 歳以降の従業員の働きぶりについて企業はどのように評価しているのかをみると、肯定的評

価が 8 割弱（「満足している」23.6％＋「やや満足している」54.7％）、否定的評価が 1 割強（「満

足していない」0.7％＋「あまり満足していない」10.2％）であり、ほとんどの企業が 65 歳以降の

従業員社員の働きぶりに満足している。こうした傾向を 65 歳以降の従業員の「期待する役割」を

知らせる仕組みの状況別にみると、知らせる仕組みが機能している企業ほど、65 歳以降の従業員

の働きぶりに満足している企業が多くなる。同様に、65 歳以降の従業員の「能力・意欲を知る」

仕組みの状況別にみると、従業員の能力や適性を積極的に把握している企業ほど、65 歳以降の従

業員の働きぶりに満足している企業が多くなる。 
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第 11 章 まとめと課題 
 

１節 求められる現役正社員（とくに、45 歳以上の正社員）を対象にした「知らせる」仕組み・

「知る仕組み」・「相談・支援する」仕組みの整備 

『人事制度と雇用慣行の現状と変化に関する調査研究（第一次報告書）－60 歳代前半層の人事

管理の現状と課題』の「60 歳以降の従業員に関する人事管理」に関する企業アンケート調査の再

分析から明らかにされたように、第一に、方針の明確化（「会社にとって高齢者が戦力であると

いう方針をもっている」）と社員の理解促進（「高齢者が会社にとって戦力であることを社員が

理解している」）の 2 つの施策が「現役正社員との継続性を意識した人事制度」の整備を進める

効果をもっている。これに対して、高齢者雇用に対する経営者の認識（「高齢者活用が時代の要

請であることを経営者が認識している」）の効果は小さい。第二に、現役正社員に 60 歳以降の職

業生活を考えてもらう場（「60 歳以降の職業生活へのサポート」）を多く用意することと人事制

度の整備状況との間には密接な関係がある。 

60 歳代前半層を対象とした人事管理が良好な高齢者雇用パフォーマンスを上げるには、60 歳代

前半層を活用するとの方針を明確にし、それを現役正社員のなかに浸透させることが重要である。

これを基本にしたうえで、60 歳代前半層に対して現役正社員と異なる人事管理を採用する場合に

は、現役正社員との人事管理上のギャップが大きいため、60 歳代前半層の活用方針を明確（活用

のための推進体制を整備）にし、それを 60 歳代前半層と現役正社員に浸透させるための支援施策

や「なぜ人事管理が変化するか」を 60 歳代前半層に納得してもらうための支援策を強化する必要

がある。つまり、現役正社員（とくに、45 歳以上の正社員）を対象にして、「従業員に期待する

役割」を「知らせる」仕組み、②「従業員の能力・意欲」を「知る」仕組み、③「従業員の働き

方」を「相談・支援する」仕組み、を導入・拡充していく必要があると考えられる。 

しかし、第Ⅲ部第 3 章に整理されているように、45 歳以上の正社員に対して、「60 歳以降に期

待する役割」を「知らせる」仕組み、②「従業員の能力・意欲」を「知る」仕組み、③「60 歳以

降の働き方を相談・支援する」仕組みが十分に機能しているとは言えない状況にある。 

企業は 45 歳以上の正社員に対して、「60 歳以降に期待する役割」を「知らせる」仕組みは、「自

己申告制度」を補助的な道具としながら、主に上司（「知らせる担い手」）が、仕事あるいは人

事評価活動（「知らせる手段」）を通して知らせるという方式をとっており、「人事部門担当者

との面談」、「ライフプラン策定のための研修」、「教育訓練機会の情報提供を通して」などの

方法は一部でしか活用されていない。そのため、上司による仕事、人事評価が中心の装置である

ために、提示される役割が、「いま」の職場で「いま」必要とされる期待になる可能性が高く、

従業員に対して 60 歳以降に期待される役割を正確に「知らせる」ことができていない可能性が高

い。そのため、企業も従業員も「キャリアプラン策定の研修」の必要性を強く認識している。と

くに、60 歳代前半層の活用の雇用形態が非正社員である企業（現在の雇用形態が非正社員である

従業員）ほど、60 歳時点を契機として、期待する役割が現役時代（59 歳以下）と変わるため、そ

 

 

「業務外に関連する専門知識・能力」の把握方法については、「上司の評価」と「仕事の実績」

を中心に、「自己申告」及び「社内外の資格の取得状況」が補完する点に両者とも変わりがない

が、企業は従業員以上に「上司の評価」、「自己申告」と「社内外の資格の取得状況」を多く活

用している。 

把握する上での管理職（上司）の役割について、「重要な役割を果たしている」と「ある程度

重要な役割を果たしている」の合計値をみると、企業（合計値 87.9％）、従業員（同 80.0％）と

もに高く評価している。 

把握している能力・把握されている能力は、「これまで経験した部署・職場」と「仕事上の主

な成果」を中心に、「各種公的資格の取得状況」と「社内外の研修歴（通信教育の受講歴を含む）」

を把握している。企業は従業員以上に「各種公的資格の取得状況」と「社内外の研修歴（通信教

育の受講歴を含む）」を積極的に把握していると考えている。 

「従業員（60 歳代前半層）の働き方のニーズ」の把握の状況については、企業（「把握してい

る」＋「ある程度把握している」の合計値 80.0％）、従業員（同 75.7％）ともに肯定的に捉えて

いる。把握する方法は、企業と従業員ともに「上司の面談」、「人事担当者との面談」及び「書

面等による自己申告」を主要な方法であるとしており、特に従業員に比べて企業では「上司の面

談」、「人事担当者との面談」と「書面等による自己申告」をより積極的に活用していると考え

ている。 

 

３節 「60 歳前半層の働き方」を「相談・支援する」仕組み 

「60 歳前半層の働き方」を「相談・支援する」仕組みの導入状況について、導入比率をみると、

企業（7.9％）と従業員（40.6％）間で現状に対する認識が異なる。 

「60 歳以降の働き方などを相談・支援する」仕組みについて、「必要である」と「ある程度必

要である」の合計比率をみると、企業（同 66.8％）、従業員（同 78.2％）ともに必要性を感じて

いるが、従業員は企業以上に、必要性を強く感じている。 
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